
2025 年度重点活動項目
地域共生社会の構築に寄与する作業療法の実現に向けたさらなる取り組みの推進と会員の参画促進

2025 年度は第四次作業療法 5 ヵ年戦略（地域共生社会 5 ヵ年戦略・組織力強化 5 ヵ年戦略）の 3 
年目の年である。今次の 5 ヵ年戦略は、「人々の活動・参加を支援し、地域共生社会の構築に寄与する作
業療法」を目指している。

重点活動項目はこの継続的な取り組みのなかに位置付けられるため、その構造に即した項目立てを行
い、特別重点項目を加えて整理した。

今年度は、地域で暮らすすべての人々を対象として、人々の活動・参加を支援し、地域における人のつ
ながりや人と社会のつながりを創り出す作業療法を実現する取り組みをさらに推進する。

具体的には、都道府県地域事業への参画とこれを推進する人材育成や診療報酬における就労支援、精神
科入退院支援、認知症に関わる作業療法士の位置づけの強化および、学術的基盤強化と実践・関係学会へ
の周知を掲げている。

また、これを支える組織力の強化として、卒前・卒後の学びの場の充実、次世代向け広報の強化、国際
的プレゼンス強化による会員相互の繋がりの強化を掲げた。

さらに、新たに、5 歳児健康診査における作業療法士の特性を生かした参画を推進すること、今般の能
登半島地震災害を教訓とする支援活動のさらなる充実につなげることを目指している。

以上について、会員、各都道府県作業療法士会、学校養成施設と有機的に連携し一体となって取り組む。

Ⅰ．地域共生社会 5 ヵ年戦略関連
１．作業療法士による都道府県地域事業参画に必要なマネジメント手法の定着・運用と市町村担当者の活

動支援と配置促進（地域社会振興部）
２．地域で活躍できる作業療法士を育成するための研修システムの構築（教育部・地域社会振興部）
３．療養・就労両立支援指導料の相談支援加算における作業療法士の職名追記の要望（制度対策部）
４．精神科入退院支援加算における作業療法士の職名追記の要望（制度対策部）
５．認知症のリハビリテーションにおける作業療法士の実践の推進（制度対策部）
６．疾患別作業療法の評価及びプログラムの ICF による可視化と実践の推進（学術部）

Ⅱ．組織力強化 5 ヵ年戦略関連
１．卒前卒後の学びの場の充実による入会の促進（教育部・組織率対策委員会・総務部）
２．小・中学生を含む次世代及び、保護者や教職員に向けた作業療法の広報媒体の活用促進（制作広報室）
３．台湾・韓国の作業療法団体との協定事業の推進による、国際的プレゼンスと国内外の会員同士の繋が

りの強化（国際部）

Ⅲ．特別重点項目
１．５歳児健康診査における事例集の発刊とそれを用いた作業療法士の参画の推進（制度対策部）
２．大規模災害時支援活動基本指針及び、関連諸規程の改定と周知（地域社会振興部・総務部）


